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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名： パラオ共和国 案件名： サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト 

分野： 環境問題 援助形態： 技術協力プロジェクト 

所轄部署： 地球環境部 森林・自然
環境保全第１課 

協力金額（評価時点実施計画額）： 約 1.75 億円 

R/D 署名： 2009 年 5 月 29 日 

協力期間： 2009 年 7 月 26 日～ 

2012 年 7 月 25 日 

先方関係機関： パラオ国際サンゴ礁センター 

日本側協力機関：環境省 

他の関連協力： 青年海外協力隊 

1-1 協力の背景と概要 

パラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）は、1994 年に日米コモン・アジェンダの新たな協力分野に

「サンゴ礁」が追記されたことを背景に、サンゴ礁および関連する海洋生物の研究活動やその保全に

ついての普及・啓発活動をおこなう拠点として、我が国の無償資金協力（1998 年～1999 年,8.3 億円）

により施設整備が行われ、2001 年 1 月に開館した。国際協力機構（JICA）は、PICRC の研究機能、啓

発・教育機能を図ることを目的として、2002 年から 2006 年までの４年間、技術協力プロジェクト「国

際サンゴ礁センター強化プロジェクト」を実施し、機材の供与と職員を対象とした能力向上を中心に

おこなった。その終了時評価において、研究成果の政策への反映とサンゴ礁モニタリング能力を地域

のハブ機能としてさらに向上させることが提言された。 

一方、パラオでは、これまで、州の条例などで規定されていた海洋保護区を含めた保護区管理にお

いて州と中央政府が協力するための枠組みとして保護区ネットワーク（PAN）法が制定されており、海

洋保護区(以下、MPA)について、政府による保護区のネットワーク化を推進する姿勢を見せている。加

えて、パラオを含むミクロネシアの 5 つの地域・国では 2006 年にミクロネシアチャレンジ1（以下、

MC）を宣言しており、沿岸域の 30％を保護区に設定するという数値目標を掲げている。一方で、各州

が保護区管理を実施していく上で必要となるモニタリング手順書の整備といった、国内の基本的な体

制については、未整備な部分があるのも現状である。 

かかる状況を踏まえ、2007 年にパラオ政府は MPA モニタリングに係る技術協力を我が国に要請し、

2008 年 11～12 月の詳細計画策定調査を踏まえ、サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト（以下、

本プロジェクト）の実施に関する協議議事録が 2009 年 5 月に署名され、2009 年 7 月に開始された。 

本プロジェクトは 2012 年 7 月に終了予定であるため、今般終了時評価を行うこととなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
1北マリアナ諸島米国自治連邦区、ミクロネシア連邦(FSM)、マーシャル諸島共和国(RMI)、パラオ国、米国グアム準州が宣言し

た包括的な共通目標（「陸域の 20％、近海域の 30％を効果的に保全する」） 
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1-2 協力内容 

 本プロジェクトは、パラオにおける MPA の設置・管理が適切に行われる事を支援するために、PICRC

における MPA のモニタリング能力の向上を図るとともに、MPA モニタリングに関して、周辺国・地域

との連携を図るものである。 

(1) 上位目標 

PICRC の技術的能力が MC 参加国・地域において活用される。 

(2) プロジェクト目標 

海洋保護区管理に必要なモニタリングに関して、PICRC の技術的能力が強化される。 

(3) 成果 

(i)   海洋保護区のモニタリングを支援する体制が整備される。 

(ii) 海洋保護区のモニタリングに関連する国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関連機関・

研究機関等との連携が強化される。 

(4) 投入（2011 年 1 月現在） 

日本側：総投入額 1.75 億円（期間全体を通じた計画額） 

長期専門家：３名    機材供与：124､950.54USD(0.1 億円相当) 

短期専門家：２名    プロジェクト活動費：430,773.99USD(0.3 億円相当)  

研修員受入：４名 

相手国側 

カウンターパートの配置 延べ 25 名（現在は 16 名） 

土地・施設提供：プロジェクトの実施に必要な土地、建屋、設備、部屋 

プロジェクト活動費：43,685 USD（給与、車両燃料費、消耗品費（プロジェクト関連相当割合）） 

2. 評価調査団の概要 

調査者 

団長／総括 鈴木 和信 JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第一課 企画役 

サンゴ礁保全 木村 匡 
JICA 地球環境部 課題別支援委員会海洋保護区分科会 委員 

（財）自然環境研究センター 上席研究員 

自然保護政策 尼子 直輝 
環境省 自然環境計画局自然環境計画課 サンゴ礁保全専門

官 

協力計画 宮崎 裕之 JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第一課 

評価分析 町田 賢一 株式会社かいはつマネジメント・コンサルティング 

調査期間 2012 年 1 月 23 日～2012 年 2 月 2 日 調査区分 終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1 成果達成状況 

3-1-1 プロジェクト目標：海洋保護区管理に必要なモニタリングに関して、PICRC の技術的能力が強

化される。 

指標：パラオ国内の海洋保護区２箇所で、PICRC の手順書に基づくモニタリング

が実施される。 

海洋保護区のモニタリングにおける制度的な役割がパラオ政府の公文書

に明記される。 
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プロジェクト目標は達成される見込みである。 

本プロジェクトによって選定された 4 カ所の MPA において、PICRC が作成したモニタリング手順書

案に基づきモニタリングが実施されている。また、モニタリングにおける PICRC の役割は同手順書案

に明確に示されており、現在協議中であるものの、手順書案が天然資源・環境及び観光省（以下「環

境省」）に承認されることで PICRC の役割が公的に位置づけられる事となる。 

 

3-1-2 成果 1：海洋保護区のモニタリングを支援する体制が整備される。 

指標：海洋保護区の管理・保全状況に関する情報が更新される。 

モニタリング手順書がパラオ国自然資源・環境及び観光省の定めるモニタリングプロ

トコールとして認定される。 

成果１は達成される見込みである。 

本プロジェクトにより 4 カ所選定された MPA とその比較対象地域におけるモニタリングデータは

PICRC に蓄積されており、データベースとして逐次更新されている。また、モニタリング手順書案は

既に作成され、正式な承認を得るため環境大臣に提出されることになっている。 

 

3-1-3 成果 2：海洋保護区のモニタリングに関連する国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関

連機関・研究機関等との連携が強化される。 

指標：国際的枠組み及び関連機関・研究機関の会議・ワークショップ等で、PICRC が５件以

上発表を行う。 

海洋保護区に関する情報が広報媒体によって 20 回以上発信される。 

海洋保護区に関するモニタリングに関するセミナー・ワークショップが PICRC 主催で

３回以上実施される。 

成果２は達成された。 

関係する 10 の国際会議・ワークショップに PICRC からの参加者が出席し、本プロジェクトに関する

発表を行った。また、本プロジェクトに関する記事が、パラオで発行されている新聞に 21 回掲載され

ている。また、PICRC・JICA 共催で 2012 年 2 月に、MPA モニタリングに焦点を当てて MC のワークショ

ップを 2010 年 2 月に実施しており、本プロジェクトでは、ミクロネシア連邦（FSM）およびマーシャ

ル諸島共和国（RMI）において、MPA モニタリングとデータベースに関するワークショップを計 4 回実

施した。 

加えて、PICRC と関係機関との協力の例として、南太平洋委員会（South Pacific Committee）によ

る PICRC の MPA データベースの構築・改善の支援が挙げられる。両機関の協働は、本プロジェクトが

参加者を派遣した「海洋管理区に関する太平洋地域会議（Pacific Regional Conference on Marine 

managed Area（2009 年 11 月））」が契機となっている。 

 

3-2 評価結果 

3-2-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は極めて高い。 

前述のパラオ政府の PAN 法(RPPL6-39)、PICRC 設置法(RPPL5-17)などで海洋環境の保全がパラオの

国家的優先課題の一つであることが位置付けられているほか、第５回太平洋・島サミットの共同宣言
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においても気候変動を含む環境問題に関する協力の必要性について日本を含む関係国首脳の間で共有

されているなど、プロジェクト目標および上位目標は関連する日本およびパラオの政策、法律、計画

に沿っている。また、MPA が各州政府の所管事項である中、各地の MPA 管理に共通して必要となる技

術的事項に関し、準政府機関である PICRC において能力向上を図った事は適当であると考えらえる。 

モニタリングの対象地である 4 つの MPA は、保護区の特徴、州政府の能力など妥当な基準によって

選定された。選定された MPA 周辺の住民の生計は、海洋資源と密接に関係しており、MPA 管理は海洋

資源の持続的利用に資する事を勘案すると、彼らのニーズはプロジェクトと整合している。加えて、

3-3-1(2)に記載のとおり、我が国の ODA における、自助努力支援、リーダーシップやオーナーシップ

の醸成といった特徴がプロジェクトにおいて有効であったことが示された。 

 

3-2-2 有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。3-1-1 で述べたとおり、プロジェクト目標は達成される見込みで

あり、2 つの成果もその達成に貢献している。 

成果 1 にむけた活動を通じて、パラオ側カウンターパートは 4 つの MPA でモニタリング活動の立ち

上げと実施を行い、モニタリング手順書案を作成した。これらの活動により MPA モニタリングにかか

る PICRC の技術的能力が向上した。 

成果 2 に関する活動として、本プロジェクトでは、パラオ側カンターパートによる国際会議やワー

クショップにおける本プロジェクトに関する発表の実施や、MPA モニタリングに関する他の参加者と

の協議を実施している。加えて、前述の成果２に関する指標は必ずしも達成状況の指標としては十分

でない部分もあり、関係機関との連携の状況についても着目しているが、成果２に関する活動を通じ

て、複数の国において MPA モニタリングに関する知見の習得と、パラオ国内外の関係機関との関係の

構築につながったことが確認できた。 

しかし、開始時にカウンターパート機関内に空席のポストがあったこと、前研究部長がプロジェク

ト開始後 1 ヶ月で退職したこと、2 年間カウンターパートして経験を蓄積した研究員 2 名が退職した

こと、後任の現部長が 7 ヶ月に渡る所長の空席期間にその業務を兼務したこと、はプロジェクト目標

達成の遅延をもたらしている。このように、プロジェクト目標達成のための外部条件「モニタリング

を担当する PICRC の職員が大きく減らない」が満たされなかった点で有効性を減じた。 

 

3-2-3 効率性 

本プロジェクトの効率性は中程度である。 

ほとんどの投入は活動実施のために計画通り実施され、活動は概ねスケジュールどおり実施され、

3-1-2 および 3-1-3 で述べたとおり 2 つの成果は予定どおり産出されつつある。主な成果の一つであ

るモニタリング手順書は、パラオ、FSM、RMI において試行され、5 つの MC 参加国・地域において実施・

適用可能な内容となっている。費用対効果を高めた点として、日本人短期専門家派遣および本邦研修

を、現地および第三国の専門家の投入によって置き換えたこと、また、例えばモニタリング実施時な

どに、ネイチャーコンサーバンシー（TNC）やパラオ保全協会（PCS）といった外部機関の物的・人的

なリソースを効率的に活用できたことが挙げられる。 

 しかし、カウンターパートの研究員が総じて多忙であり、本プロジェクトに十分な時間を割くこと

ができない部分があったこと、プロジェクト前提条件「PICRC の管理体制が安定的に維持される」と
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プロジェクト目標達成のための外部条件（3-2-2 に記載）が満たされなかった点は、プロジェクトの

円滑な実施を阻害し、効率性を減じた。特に前提条件に関連して、パラオ政府から PICRC に対する補

助金が減額されており、全職員の給与が 2011 年の 7 ヶ月間 15％削減された。これが職員のモチベー

ションと生産性の低下につながったことは否定できない。パラオ側の中核カウンターパートの退職や、

その後の速やかな後任の採用がなされなかった点、本邦研修において本邦側の受入準備が滞った点な

どもプロジェクトの進捗に影響を与えた。 

 

3-2-4 インパクト 

本プロジェクトのインパクトは高い。 

(1) 上位目標の達成見込み 

 上位目標は、FSM と RMI を主たる対象として将来的に達成される見込みがある。指標にある手順書

の活用であるが、プロジェクトによって開発されたモニタリング手順書案は、MC のワークショップを

通じて共有されており、特に MC 参加国・地域における独立国である FSM と RMI で活用されていくこと

が期待される。また本プロジェクトの活動を通じて MPA モニタリングデータベースが既に PICRC に構

築されており、今後、MC における連携が深まっていく中で、MC 参加国・地域のデータ蓄積へと拡充さ

れていくことも十分考えられ、PICRC による MC 参加国・地域に対する技術的な支援の提供につながる

ことが考えられる。 

MC を対象とするこれらの活動の財源としてはミクロネシア保全信託基金（MCTF）が想定されるが、

同基金は各参加国・地域が所定の拠出金を提供することによってそれぞれ活用可能となる。基金の造

成は始まっており、近い将来基金の活用が開始されることが見込まれる。 

 

(2) 他のインパクト 

負のインパクトは確認されず、以下の正のインパクトが確認・予見された。第 1 に本プロジェクト

のニューズレターが、PICRC のニューズレターへ発展したこと、第 2 に本プロジェクトで開発したモ

ニタリング手順書案の環境省承認後には、PAN 技術委員会（保護区管理計画の技術的なレビューを実

施する組織）のガイドライン（今後、作成予定）へ手順書の内容が PICRC の役割の明示も含めて反映

される可能性があること、第 3 に本プロジェクトで実施したモニタリングの非対象州でも、PICRC の

実施している MPA モニタリングに対する関心が高まっており、照会や協調の動きがみられはじめてい

ること、第 4 に本プロジェクトはパラオのコンサベーションコンソーシアム2に対しモニタリング手順

書案を含む様々な議題を提示することで同コンソーシアムを強化し、参加者同士の関係構築を促進し

たこと、第 5 に本プロジェクトによって開催された MC ワークショップは MC の進捗を促進し、MC にお

ける MPA モニタリングに対する意識を高めたことが、確認・予見された。 

 

3-2-5 持続性 

本プロジェクトの自立発展性は中程度である。 

(1) 政策、制度、法的側面 

 3-2-1 に記載のとおり、海洋資源の保全が今後ともパラオの優先政策であり続けることは確実であ

る。また、モニタリング手順書が環境省に承認されれば、PICRC が MPA モニタリングを継続して支援

                                                        
2
 非公式な会合でありながら、パラオで唯一環境保全に関する機関が一堂に会する場でもある。 
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するための制度的な根拠も確保される。今後は、その周知や普及などが一つの課題と考えられる。な

お、PICRC 設置法において PICRC の自立が明記されている事は、財政上の持続性からみると法的な懸

念材料の一つである。  

 

(2) 組織的側面 

 本プロジェクトの実施により、職員相互の情報共有といった基礎的なスキルが高まり PICRC の組織

強化につながったといえる。しかし、職員の退職と適当な後任職員の採用サイクルに滞りがみられる

点は、PICRC の自立発展性における構造的な課題である。 

加えて、現行の PICRC5 カ年戦略には、サンゴ礁モニタリングや MPA モニタリングが明確に示されて

いない。これは、各州の実施する MPA モニタリングに対して、PICRC が支援を引き続き実施する上で

の懸念といえる。 

 

(3) 財務的側面 

 現在、PICRC の収入は政府の補助金、研究プロジェクトへの助成金、寄付、水族館および売店から

の収入から成り、総額は概ね安定している。ただし、今後、想定される MPA モニタリング支援にかか

る費用は、国内であれば PAN 基金、MC 参加国・地域であれば MCTF からの調達が別途必要と考えられ

る。手順書の承認プロセスまだが終了していない事や MCTF が造成途上であることから今後の見通しに

ついて判断する事は難しいが、引き続き、パラオ政府や MCTF などとの調整していくことが重要である。

また、水族館や売店運営についても収入増に向けた改善が図られることが望まれる。 

 

(4) 技術的側面 

 PICRC のカウンターパートは、本プロジェクト活動を継続するために十分な知識と技術を身につけ

ている。しかし退職率が高い点は、技術や知見が組織に蓄積されるような体制・制度が十分構築され

ていない現状では、自立発展性を阻害するリスクといえる。なお、モニタリング手順書案は、3-2-3

効率性で述べたとおり、サイトでの試行を通じて作成されたもので技術的に見て極めて適切に作成さ

れている。一方、プロジェクトでモニタリングを実施した 4 カ所の MPA が位置する州政府および FSM

と RMI における州政府の多くは、基本的に MPA モニタリングを行う上で支援が必要であったことから

も PICRC の技術支援の需要は高い。なお、国内の陸域の保護区についても並行して制度整備が進めら

れており将来的にはそれらとの連携・統合も期待できる。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

3-3-1 計画内容に関すること 

 特になし。 

3-3-2 実施プロセスに関すること 

(1) コミュニケーション 

 本プロジェクトは、プロジェクトを円滑に実施するため、日・パラオ双方のプロジェクト関係者お

よび PICRC の職員間のコミュニケーションを向上させている。具体的には、プロジェクトの進捗管理、

情報共有、課題の協議、合意の形成を目的として隔週のプロジェクト会議、毎週の部長会議、毎月の

全職員会議を導入した。パラオ側カウンターパートの 1 人は、本邦研修におけるマネジメントとコミ
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ュニケーションに関する研修内容に刺激を受け、帰国後すぐに所属する研究部内でのミーティングを

開始するなど、自立発展性などに寄与している。 

 

(2) オーナーシップ 

 パラオ人カウンターパートのオーナーシップを醸成し自立発展性を高めるため、日本人専門家は、

パラオ人カウンターパートによる自発的なプロジェクトの実施を促進することに特に留意した。例え

ば、ワークショップや会議において、日本人専門家はしばしば裏方に徹し、パラオ側カウンターパー

トに発表させるようにした。こうした働きかけによりパラオ側カウンターパートのオーナーシップは

高められ、プロジェクトの有効性や自立発展性を高めることにつながったが、同時にプロジェクトに

おける日本側の貢献が見えづらくなる側面があったことも否定できない。 

 

(3) 他機関との協力   

 本プロジェクトは多くの関係機関と積極的に協働した。環境省のキャパシティは限られており、TNC

や PCS などの関係 NGO は、パラオや MC 参加国・地域の海洋環境保全において不可欠の役割を果たして

いる。こうした機関との協働は、本プロジェクトの実施において必要かつ極めて重要であった。協働

はプロジェクトの活動を充実させ、効率性を高めており、加えて自立発展性の向上にも貢献すると思

われる。 

 

3-4 問題点および問題を惹起した要因 

3-4-1 計画内容に関すること 

特になし。 

3-4-2 実施プロセスに関すること 

 3-2-3 効率性で述べたとおり、核となるカウンターパートの退職、PICRC 職員の給与削減が本プロジ

ェクトの実施に影響を与え、特に効率性が阻害される要因となった。これらは、前提条件とプロジェ

クト目標を達成するための外部条件が満たされなかったことを意味している。 

 

3-5 結論 

 本プロジェクトは、政策、ニーズ、課題に対する解決手段としての面から適切であり、妥当性は極

めて高い。プロジェクト目標は 2 つの成果の産出をとおして達成の見込みであるため、有効性は高い。

投入は概ね妥当であり、活動についてはコミュニケーション促進、オーナーシップの醸成、他機関と

の協働に注視して進めており所期の成果が産出されつつあるが、前提条件とプロジェクト目標達成の

ための外部条件が満たされなかった点は、プロジェクトの実施に影響を与えており、効率性は中程度

と判断される。上位目標を含め、多様な正のインパクトが確認・予見されているためインパクトも高

い。PAN 基金および MCTF の活用見込みに基づき、上位目標の達成と自立発展性の財務的側面は確保さ

れていると判断されるが、PICRC 職員の高退職率は、技術的側面における懸念である。従って、自立

発展性は中程度と判断される。 

 これらから、プロジェクト実施期間については計画通りとすることが妥当である。 

 

3-6 提言 

3-6-1 プロジェクト終了までの提言（主としてプロジェクトまたは PICRC に対する提言） 
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(1)本プロジェクトの成果・結果ならびに保護区ネットワークの枠組みによる MPA 管理の方向性を国民

に対して広く知らしめ、もって環境省などの政府機関が PAN の枠組みにおける PICRC の役割を認識・

承認することを促進する。 

(2)本プロジェクトにおける非対象州の住民および州政府が、モニタリング手順書についての理解を深

めるため、全国または地方におけるワークショップを開催し、もって手順書の将来的な活用を促進す

る。 

(3)プロジェクトまたは PICRC は、MC に対し、PICRC による FSM や RMI に対するモニタリング実施支援

の適切な仕組みの検討を提案する。 

(4)プロジェクト成果品の概要を英語で取りまとめ、広報のみならず海外の科学者と実務者にとっての

事例研究として積極的に活用されるようにする。 

(5)上位目標達成に向けた協働計画を、政府機関、ドナー機関、NGOs などの関係機関と共に作成する。 

 

3-6-2 プロジェクト終了後における提言（主として PICRC に対する提言） 

(1)PAN 法の枠組みに沿った政府の施策のもと、手順書に沿ったモニタリングを継続するために、PICRC

は MPA モニタリングを次期 5 カ年戦略における正式な活動の一つとして位置づける。 

(2)PICRC は科学的助言が実施可能な組織として、MPA 管理能力の向上のためにコンサベーションコン

ソーシアムにおいて主導的立場を担い、今後、コンソーシアムにおいて国全体の環境保護施策が提言

されていくこと。 

(3)PICRC は本プロジェクトで対象外となった州および MC 参加国・地域におけるモニタリング手順書

の適用・運用方法に関し、検討を更に進める。 

(4)PICRC は上位目標の達成に向けて、中央政府、州政府、および TNC や PCS などの NGOs との関係を

維持・強化する。 

(5) PICRC は本プロジェクトの成果・結果を PAN 基金を含む政府ならびに準政府機関と共有し、長期

的には、陸域や社会経済など他のデータと組み合わせた統合的な自然環境モニタリングに活用できる

ようにする。 

(6)PICRC はプロジェクトが支援したニューズレター、リーフレット、出版物の作成やマスメディア、

セミナーを通じた積極的な広報活動を継続する。 

(7)PICRC は明確なマネジメント戦略を作成し、財務面、制度面、人的資源面、特に財務的自立性の確

保を目的とした水族館の運営について検討するとともに、議会に対し PICRC 設置法（RPPL 5-17）の改

正を提案する。 

(8)PICRC は PAN 基金、議会、環境省および州政府が PICRC の機能と役割を認識し、活動を支援するよ

うに働きかける。 

(9)PICRC は、本プロジェクトの成果・結果を効果的に活用し、また関係機関との関係を維持するため、

政府、州政府、JICA パラオ事務所、ドナー機関や NGOs などと定期的に会合を持つ。加えて、MC に貢

献するために、MC 参加国・地域とのパートナーシップが強化できるような場や機会の設定をおこなう。 

 

3-7 教訓 

(1)PICRC 本体の運営は本プロジェクトには含まれていないものの、プロジェクトの技術的な成果は、

健全な組織運営に大きく影響される。財務面と組織面における長期な制度面からの自立発展性の観点

からは、特に財務戦略と会計担当職員の状況について、プロジェクトの計画段階において関与の可否

も含めた検討が必要であった。 
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(2)上位目標の達成と自立発展性においては、多くの予測不可能かつ制御できない要因がある。例えば、

MCTF は PICRC が MC 参加国・地域に対して技術的支援を提供するために必要な制度であるが、MC 参加

国・地域の個々の財務能力の制約により基金造成は完了しておらず、未だ活用に至っていない。本プ

ロジェクトでは中間レビューを実施していないが、適切な上位目標の設定や各種指標・活動の見直し

の機会を設けるために、協力期間中にプロジェクト計画を協議、改訂する場が必要であった。 

 

3-８ フォローアップ状況 

パラオ国全体の MPA モニタリングの体制を効率的に確立させるために、本プロジェクトにより高め

られた PICRC の技術的能力を活用し、本プロジェクトの対象州以外の州政府担当官等を対象にしたワ

ークショップの開催をＪＩＣＡのフォローアップ協力として検討している。 

 

 


